
第３８号議案 

   専決処分の承認を求めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別

紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を

求める。 

  令和３年６月２日 提 出 

大山崎町長 前川 光   



第 号議案 

   専決処分の承認を求めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別

紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を

求める。 

  令和３年６月２日 提 出 

大山崎町長 前川 光   



専  決  処   分  書  

 令和２年度大山崎町一般会計補正予算（第１２号）について、地方自治法 

第１７９条第１項の規定により別紙のとおり専決処分する。 

  令和３年３月３１日 

大山崎町長 前川 光   



専  決  処   分  書  

 令和２年度大山崎町一般会計補正予算（第１２号）について、地方自治法 

第１７９条第１項の規定により別紙のとおり専決処分する。 

  令和３年３月３１日 

大山崎町長 前川 光   



令和２年度大山崎町一般会計補正予算（第１２号） 

 令和２年度大山崎町の一般会計補正予算（第１２号）は、次に定めるところ

による。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ３８，８２１千円を減額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ８，６４７，５９６千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の廃止は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 
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第４条 地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。 

  令和３年３月３１日 専 決 

大山崎町長 前川 光   
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１　追　加

款 項 事 業 名 金 額

千円

２　総務費 １　総務管理費 中央公民館改築整備基本計画策定業務委託 11,630

第２表　繰越明許費補正
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１　廃　止

事 項

ＩＣＴ支援員派遣事業
（大山崎小学校、第二大山崎小学校、大山崎中学校）

自　令和３年度

至　令和５年度
２９，８００千円

第３表　債務負担行為補正

期 間 限 度 額
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１　変　更

起債の方法 利 率 償還の方法

千円 千円

第４表　地方債補正

起 債 の 目 的
補 正 前 補 正 後

限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 限 度 額

補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ

町道整備事業 115,200 111,500

4.0％以内

（ただし､

利率見直し

方式で借り

入れる政府

資金及び民

間資金等に

ついて､利

率見直しを

行った後に

おいては､

当該見直し

後の利率）

政府資金に
ついてはそ
の融資条
件、民間資
金等の場合
にはその債
権者と協定
するところ
による。た
だし、町財
政の都合に
より据置期
間及び償還
期限を短縮
し、若しく
は繰上償還
又は低利に
借換えする
ことができ
る。

証券発行の

場合におい

て発行価格

が額面金額

を下回ると

きは、それ

ぞれの発行

価格差減額

をうめるた

めに必要な

金額をそれ

ぞれの限度

額に加算し

た金額を限

度額とす

る。

政府資金又

は民間資金

等（証書借

入又は証券

発行）ただ

し、証券発

行の方法に

よる場合に

おいては、

発行価格は

額面金額

100円につ

き99円以上

とする。

避難所蓄電池整備事業 12,100 〃 〃 〃 〃 〃 〃

小学校施設整備事業 156,500 〃

〃 〃 7,400

〃

減収補てん債 22,381 〃 〃

〃 155,100 〃 〃 〃〃 〃

〃 〃 〃 〃〃 〃 9,697
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大山崎町一般会計補正予算（第１２号）に関する説明書 



大山崎町一般会計補正予算（第１２号）に関する説明書 
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（人）

(  249 )

362

(  249 )

362

( 0 )

0

＊（　　　）内は、再任用職員について外書き。パートタイム会計年度任用職員について内書き。

（単位：千円）

区　分

補正後

補正前

比　較

１　一　般　職

区 分 職員数

給与費

共済費

（１）総括

備考報　酬 給　料 職員手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

合計

（千円）

1,309,896

補正前 281,567 509,034 318,951 1,109,552 203,692 1,313,244

補正後 279,364 509,034 317,806 1,106,204 203,692

△ 3,348

職員手当
の 内 訳

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当
時 間 外
勤務手当

管理職手当

比 較 △ 2,203 0 △ 1,145 △ 3,348 0

期末手当 勤勉手当 退職手当

10,919 20,798 7,782 11,192 2,149 33,341 12,907

139,136 75,627 3,95510,919 20,798 7,782 11,192 2,149

給  与  費  明  細  書

0 0 0 0 0 △ 1,145 0

139,136 75,627 3,955

34,486 12,907

0 0 0
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ア　会計年度任用職員以外の職員

（人）

(  15 )

118

(  15 )

118

( 0 )

0

＊（　　　）内は、再任用職員について外書き。

（単位：千円）

区　分

補正後

補正前

比　較

区 分 職員数

給与費

合計 備考報　酬 給　料 職員手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円）

共済費

（千円） （千円）

160,399 916,403

補正前 0 474,426 282,723 757,149 160,399 917,548

補正後 0 474,426 281,578 756,004

△ 1,145

職員手当
の 内 訳

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当
時 間 外
勤務手当

管理職手当

比 較 0 0 △ 1,145 △ 1,145 0

期末手当 勤勉手当 退職手当

10,619 19,412 7,452 10,838 2,149 33,341 12,907

0 0 0 0 0 △ 1,145 0

105,278 75,627 3,955

34,486 12,907

0 0 0

105,278 75,627 3,95510,619 19,412 7,452 10,838 2,149
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（人）

(  234 )

244

(  234 )

244

(　0 )

0

＊（　　　）内は、パートタイム会計年度任用職員について内書き。

（単位：千円）

区　分

補正後

補正前

比　較

イ　会計年度任用職員

区 分 職員数

給与費

合計 備考報　酬 給　料 職員手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円）

共済費

（千円） （千円）

43,293 393,493

補正前 281,567 34,608 36,228 352,403 43,293 395,696

補正後 279,364 34,608 36,228 350,200

△ 2,203

職員手当
の 内 訳

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当
時 間 外
勤務手当

管理職手当

比 較 △ 2,203 0 0 △ 2,203 0

期末手当 勤勉手当 退職手当

300 1,386 330 354 0 0

0 0

0 0 0

33,858 0 0

0 0 0 0 0 0 0

33,858 0

300 1,386 330 354 0

0 0
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額  （千円） 説 明

0 給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

△ 1,145 制度改正に伴う増減分

その他の増減分 △ 1,145

増 減 事 由 別 内 訳     （千円） 備 考

給

料

職
員
手
当
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（単位：千円）

１. 2,136,331 2,231,940 644,600 634,800 131,456 2,735,284

(1) 総 務 195,700 125,781 12,800 12,800 41,549 97,032

(2) 民 生 108,153 145,351 34,200 34,200 1,716 177,835

(3) 衛 生 6,702 5,400 0 0 1,350 4,050

(4) 商 工 13,600 13,600 0 0 0 13,600

(5) 農 林 土 木 722,790 821,523 261,800 258,100 50,404 1,029,219

(6) 消 防 141,640 142,770 127,300 122,600 5,003 260,367

(7) 教 育 947,746 977,515 208,500 207,100 31,434 1,153,181

２. 34,206 42,656 3,900 3,900 2,150 44,406

(1) 土 木 21,706 23,956 3,900 3,900 2,150 25,706

(2) 文 教 8,300 9,200 0 0 0 9,200

(3) 厚 生 1,400 1,400 0 0 0 1,400

(4) そ の 他 2,800 8,100 0 0 0 8,100

３. 4,202,808 4,115,124 341,681 328,997 421,864 4,022,257

(1) 減 収 補 て ん 債 495,120 436,618 84,881 72,197 122,872 385,943

(2) 減 税 補 填 債 69,323 52,313 0 0 15,021 37,292

(3) 臨時財政対策債 3,638,365 3,626,193 256,800 256,800 283,971 3,599,022

6,373,345 6,389,720 990,181 967,697 555,470 6,801,947

　※当該年度中起債見込額には、前年度からの明許繰越額 242,100千円を含む。

地 方 債 の 前 前 年 度 末 及 び 前 年 度 末 に お け る 現 在 高
並びに当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区 分
前 前 年 度 末
現 在 高

前年度末現在高

当 該 年 度 中 増 減 見 込

当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額

当 該 年 度 中 起 債 見 込 額

補 正 前 補 正 後

当該年度中元金
償 還 見 込 額

普 通 債

災 害 復 旧 債

そ の 他

合 計
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